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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、地域で開業する看護職に特有な事業化能力を明らかにすることであ
る。研究方法は、インタビュー調査とアンケート調査を用いた。事業化のプロセス、対象者の特性および事業化
のストラテジーの特性について質的・量的に分析した。本調査は、所属機関の研究倫理審査を受けた。
事業化のプロセスの特性は、自分自身の切実な体験をきっかけとして社会課題の解決のために起業する傾向があ
ることが明らかになった。ストラテジーの特性では、事業運営や経営に対する工夫が存在することが明らかにな
った。事業の波及効果は、関係者の自立、成長、地域からの信頼を得て、事業が地域へ拡大していった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to identify the skills developing health 
programs specific to entrepreneurial nursing professionals practicing in the community. The research
 methods used were an interview and questionnaire survey. Characteristics of the process developing 
health programs, subject characteristics, and strategies for developing health programs were 
analyzed qualitatively and quantitatively. The study was subject to research ethics review by the 
institution to which it belongs.
Characteristics of the process developing health programs revealed that the subjects tend to start 
health programs to solve the social problems, triggered by their own earnest experience. The 
characteristics of strategy revealed the existence of ingenuity in operations and management of the 
health programs. The ripple effect of the health programs led to the programs spread to region, such
 as independence and growth of the people involved through the program and trust of community.

研究分野： 公衆衛生看護学

キーワード： 事業化　ストラテジー　開業看護職　コンピテンシー

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地域で独立開業する看護職は少数であり、同時に研究の積み重ねも少ない現状である。一方で地域では様々な働
き方が求められ、住民への支援方法も多様性が求められている。今回の調査で、組織に属した働き方で社会的課
題を解決できないと考えた看護職が起業していることが明らかになった。事業は、地域の健康課題解決に貢献し
ており重要な役割を果たしていた。一方で、開業者は経営の知識や収益確保のための知識不足を実践現場や独学
で補っている現状があった。今後は看護教育内容も含め、看護職のための起業能力開発のプログラムが必要であ
ると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



 
様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
保健医療福祉分野の専門職が、病院や施設・地方公共団体などの組織を離れ、独立し起業
し始めている現状がある。地域において、現在の保健医療福祉システムでは手が届かない住
民のニーズに対応しようと様々な事業が創出されている 1)。 
 専門職者のコンピテンシーの先行研究、とくに事業化能力においては、行政で働く保健師
を中心とした研究が主である。行政分野の事業化の研究は 2003 年以降増加しており、事業
化のプロセスの明確化 2)3)、能力の解明 4)、尺度化に続き 5)、能力育成のプログラム開発や
評価 6)7)と積み重ねられている。しかし、民間で開業している専門職や開業者を対象にした
研究は少なく、活動報告や活動紹介などの実践的な活動が中心である。保健医療福祉分野に
おける総合的な地域ケアシステムの構築を推進し、これらの地域を担う人材育成のために
は、研究の積み重ねや育成プログラムの開発が必要である。 
 そこで、本研究では、開業者のコンピテンシーのとくに事業化能力に焦点を当てて解明し
ていくことを目的にした。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、地域で開業する看護職の特有なコンピテンシーを事業化能力に焦点を
あて、以下の３点から明らかにすることである。 
１） 事業化のプロセスの特性を明らかにする 
２） 事業化のストラテジーの構造を明らかにする 
３） 地域への波及効果、事業内容の発展性の特性を明らかにする 
 
３．研究の方法 
１）質的研究⽅法（事業化のプロセスの明確化と波及効果の明確化） 

研究協力者は、保健医療福祉分野で起業している方で同意が得られた開業者 9 名で、
半構成的インタビューを行い、事業化プロセス、地域への波及効果に分け質的記述的に
分析した。 

２）量的研究方法（基本的属性、構造の特性、波及効果の明確化） 
研究対象者は、保健医療福祉分野で起業している看護職の資格を持つ経営者・開業者で
ある。郵送法による無記名および自記式質問紙調査を行い、郵送数 151 宛先不明等で
最終 134 通配布し返信があった 66 通を対象にした。分析方法は、記述統計 項目分析 
重回帰分析 パス解析 統計ソフトは SPSS Amos 28 を用いた。自由記載は、質的に
内容を分類した。 

３）倫理的配慮 
所属機関の研究倫理審査の承諾を得て実施した。質的研究の承認番号は E18-3、量的研
究の承認番号は E19-8 である。 

 
４．研究成果 
１）結果＜事業化のプロセスの特性と地域への波及効果＞（質的調査） 
研究協力者の属性は、表１の通りである。 

開業の動機として、〔自分の人生の再考〕や〔職場での報
われない体験〕など【人生や仕事の中の切実な現実に直面】
したことは大きなきっかけとなっていた。また、同時に、
仕事の中で出会う住民の感じている〔生きづらさ〕を【困
りごと（として）真にとらえ】、その解決策を模索する中で
【既存の社会や仕組みに限界を感じ】、経験の中から〔自分
が請け負う〕という思いが芽生え、事業化を考えていった。 
 開業する際は、〔地域社会を変えるという思い〕や、それ
までの仕事の中で〔蓄積された今までの思いを注ぎ込〕ん

で【自分の思いに沿った理念】を打ち立て、事業を進めていく際には【スタッフとビジョン
を共有】 し、〔スタッフと思いをすり合わせる〕話し合いや〔理想に沿った事業を一緒に作
り上げる〕機会を持つようにした。事業を進めていく力となったのは、【それまでに得た技
術や人脈のつながりを大切に進めた】ことであり、迷いが生じたときは、【理念がかなう経
営】に立ち戻って、事業を進めていった。（参考：表題「事業化プロセスの特性」） 
組織を考える際には、【自身が運営可能な組織】を検討し、NPO、法人格など選択していた。
具体的な事業内容を組み立てる際には、「教室」の内容など【住民が関心を持つ内容になる
ような吟味】をし、〔対象者が何を求めているかの把握〕はもちろん、中長期的な計画を立
て、〔自分の売りや対価を考え〕ながら〔展開可能な事業〕計画を立てていた 
波及効果として、自分が事業を立ち上げたことで【かかわった人々の自立や成長】や、〔人
と人とのつながり〕や〔地域の信頼〕など、活動が【地域へ広が】ったと感じていた。 

表 調査協力者 概要

性別 年齢 開業年数 活動形態 活動内容 前職場

女性 代後半 年 株式会社
保健従事者支援

行政

女性 代後半 年 障 者教育支援 行政

女性 代後半 年 合同会社 産業保健 行政

女性 代後半 月 個人事業主
産業保健
行政支援

企業

女性 代前半 年 有限会社 合同
産業保健

終活支援
企業

女性 代前半 年 株式会社 個人 障 者地域支援 企業

男性 代後半 年 株式会社
健康管理
在宅支援

大学病院

女性 代後半 年 株式会社
母親支援
子育 支援

行政

女性 代後半 年 株式会社 合同 産業保健 病院 企業



２）考察 
研究から⾒えた開業に⾄った経過は、それまでの保

健師としての実践の中で感じていた葛藤や、⾃分⾃⾝
の⼈⽣を振り返る機会に出会うなど、複数の要因が重
なり、開業年代からも⾒られるように、⾃分の保健師
キャリアを再構築していく中で、開業を選択してい
る。 
開業にあたっては、自分の思いを反映した活動の理
念を掲げ、その理念を達成するための継続可能な計画
を立て、その中で一つ一つの事業を展開している。組
織形態の選択は、事業を進めていく中で、個人事業主・
NPO・合同会社・株式会社など、その事業が展開しや
すい組織体制を複数選択しており、その形態は多岐に
わたっており、また、事業の方向性の選択を迫られた
際は、理念に常に立ち戻り、その理念がかなうための
判断のもとに活動を選択していることからも、自らの
信念に基づいた活動を地域で展開していきたいとい
う思いが感じられる。 
⼀⽅、⾃分の思いに基づいた活動を展開していくと

同時に、資⾦⾯での計画や⾒通しも重要となるが、経
済⾯では、開業までの資⾦、開業後の収⽀や⾃分⾃⾝の業務の対価、業務の展開等、詳細な
検討が重要となっている。また、地域で事業を展開していく中で、かかわった⼈々がつなが
ったり、⾃⽴や成⻑がみられ、地域に認められたりといったことも成果として受け⽌めてい
ることは、⾃分の思いを形にした事業を選択、活動できていることで、開業者⾃⾝の満⾜度
は⾼いと考える。 
 
３）結果＜事業化のストラテジーの特性と地域への波及効果＞（量的調査） 
（１） 対象者属性 
質問紙の配布数は 134 通で、回収数は 66 通（回収率 48.5%）であった。 
看護職 59 名から 66 の事業について回答が得られた。回答者の年齢は、30〜86 歳、平均

53.7（±12.4）歳であった。性別は、男性 8 名、⼥性 56 名、無回答 1 名であった。開業前
の経験（重複あり）は、保健師経験あり 44 名、助産師経験あり 3 名、看護師経験あり 39 名
であった。開業前の看護職（保健師＋助産師＋看護師）としての経験年数は、2～65 年、30
年以上 39 年未満が最も多かった。開業前の職場は、医療機関 26 名（31.3%）、行政機関 21
名（25.3%）、企業 20 名（24.1%）、その他 16 名（19.3%）であった。また、共同経営者は
いない場合が多く、経営についても独学か学んでいない場合が多かった。 
（２） 事業の属性 
事業の対象者は、労働者 15 事業（22.7%）、⾼齢者 14 事業（21.2%）、⺟⼦ 7 事業（10.6%）、

障がい児者 5 事業（7.6%）、その他の事業が 25 事業（37.9%）であり、労働者と⾼齢者が
多かった。その他の内訳は、地域住⺠ 10 事業、保健医療従事者 7 事業、在宅療養者 4 事業、
⽣活困窮者 2 事業、⾼校⽣ 1 事業などであった。事業の内容は、ストレスチェック業務委
託など制度を利⽤した事業、同⾏受診など既存サービス以外の事業、⽀援者のコミュニケー
ションスキル講座など看護職のスキルアップを⽬的とした事業などが含まれていた。約 1 割

が、看護職のスキルアップを⽬的とした事業であった。 
事業所が設⽴された年は、1978 年〜2020 年で、最頻値は 2016 年
（7 事業）、次いで 2014 年（5 事業）と 2015 年（5 事業）であった。
2011 年以降の設⽴は 39 事業所で、約６割が最近 10 年以内の設⽴
であった。 

事業形態は、株式会社 31 事業、個⼈事業主 13 事業、ＮＰＯ法⼈
８事業、合同会社 3 事業、⼀般社団法⼈ 3 事業、有限会社３事業、
その他４事業であった。約 7 割が法⼈格を有していた。事業を始め
たきっかけは、「困りごとを抱えた⼈との出会い」「⾃⾝の体験」「仕

事を依頼された」「従来のサービスが届いていない隙間に気づいた」などであった。 
 

（３） 開業者が捉えた重要な⾏動や成果 
質問紙調査のうち、自由記載である≪今回の事業化事例が成功に導いたと思う重要な行為
≫≪今回の事業で最も重要な成果≫の項目について、質的記述的に分析した。回答は看護職
59 名から、66 の事業について得られた。得られたデータより、データの意味内容に基づき
カテゴリを抽出した。 



≪今回の事業化事例を成功に導いたと思う最も重要な行為≫に対する回答は 57件であ
った。内容は、経営者としての在り方、対象者、
スタッフ、経営上についてであった。経営者と
しての在り方として「理念・信念を持つこと」
「さまざまな人とつながろうとする思い」「先
駆者から学ぶ機会を持つ」などが挙げられた。
また、「対象者のニーズを的確に把握すること」
「スタッフのやる気や向上心を育てる環境づ
くり」など、事業にかかわる人々への配慮が挙
げられた。事業運営、経営に対する工夫として
「組織化のタイミング」や「社会への PR」な
ど、社会への働きかけを推進する活動や、社会
情勢の流れを読んで活動することが重要との
ことであった。≪今回の事業で最も重要な成果
≫に対する回答は 65 件であった。内容として
は「対象者の困りごとが改善した」と挙げてい
る件数が最も多かった。また、立ち上げた事業
が「地域の中で雇用を生んだ」「選んでもらえ
るようになった」など、地域に貢献できたと感じられたことや、対象者間や他職種間、ス
タッフ間の「連携が密になった」ことが挙げられていた。そして、今回の事例を通じて、
開業者自身やスタッフのやりがいにもつながっていた。 

（４） 事業化のストラテジーの構造 
 先行研究 8）との比較を試みるために、尺度項目（観測変数）は先行研究と同様に構成し、
モデル構築した。母集団および回収された質問紙の数の影響で、共分散構造分析は適さず、
重回帰分析やパス解析で分析を繰り返したが、いずれも高いモデル適応は得られなかった。 

F4←F5 .095 S4←F1 .392 S5←S4 .272 S2←S4 .224 

F4←F3 .153 S3←F3 .415 S5←S3 .204 S2←S1 .440 

F1←F5 .218 S3←F2 .010 S5←S1 .340   

F1←F4 .257 S1←F2 .327 S2←S3 .070   

 
４）考察 

（１） 対象者と事業の特性 
開業前の経験年数は最短 2 年最⻑ 65 年と幅広かったが、30 年以上 39 年未満が最も多か

った。30 年〜39 年のキャリアということから、50 歳代で開業していたことがわかり、⼦
育てがひと段落するなどライフステージとの関連も推測された。また、開業前の豊富な経験
が、「さまざまな人とつながろうとする思い」や、「社会情勢の流れを読んで活動すること」
につながったと考えられた。2000 年に介護保険制度が始まり、保健師または看護師が管理
者となって訪問看護ステーションを開設することが可能となった。また、2015 年の労働安
全衛⽣法の改正により、ストレスチェック制度が義務化され、このストレスチェックの実施
者には保健師が含まれている。今回の調査では、事業の対象者として⾼齢者と労働者が多か
ったことは、このような新たな法制度や、在宅医療ニーズの増加を反映していると考えられ
る。実際に、2015 年前後の開業が多いという結果であった。 

⼀⽅で、制度外のサービスを提供する事業や、看護職のスキルアップを⽬的とした事業な
ど、新たなサービスの創設も含まれていた。対象者「その他の」の内訳は、地域住⺠・保健
医療従事者・在宅療養者・⽣活困窮者・⾼校⽣であり、地域住⺠全体を対象にしている事業
がある⼀⽅、対象を限定している事業も含まれていた。保健医療従事者を対象とした事業が
1 割ほどあり、看護職のスキルアップをニーズと捉えている点が特徴的であった。 

事業を始めるきっかけは、困り事を抱えた⼈との出会いや⾃⾝の体験が多かった。⼀⽅、
仕事を依頼されたことや、従来のサービスが届いていない隙間に気づいたこともきっかけ
となっていた。直接的な出会いや体験をきっかけに事業を始めることが多く、そのことが事
業を継続する原動⼒となっていると考えられた。 

（２）成功に導いた⾏為や重要な成果 
 地域で開業している看護職は、対象者の困りごとを把握し、その解決のための事業に取り
組む理念・信念を掲げ、地域の中で誰とつながり、どのような活動をしていくかの方策を、
社会情勢を把握しながら具体化していくという行為が、事業化を進めていくためには重要
であると捉えている。いずれの内容も、事業を立ち上げていく際には、重要な項目であり、
地域で展開していくための視点が挙げられていると考える。 
また、対象者の困りごとの解決を第一の成果としながらも、地域での一定の評価を得られ

たことや、連携が深まったことも成果としてあげている。ここから、地域で開業している看
護職が、その地域において、その事業が将来に向かって広がっていくことを見据え活動を展
開しようとしていることが伺える。 

（３） 事業化のストラテジーの構造 
 パス解析や重回帰分析を実施した結果、高いモデル適応は得られなかった。以下では、保

今回 事業化事例 成功 導 思 重要 行為

理念 信念 持 理念 信念 持

人 思 人

先駆者 学 機会 持 先駆者 学

対象 的確 把握 対象 把握

学 環境 整
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健師を対象にした先行研究 8）との比較で開業者の事業化能力の特性を記載する。 
＜実施に向けた合意形成＞と＜企画メンバーによる全過程の共有＞の相関がやや強い傾
向であった。これは、組織構造の規模による特徴と考えられた。行政保健師による合意形成
8)は、他の組織や他職種であることが多いが、個人経営や小規模な組織で経営されているた
め、内部組織の合意が取りやすいだけでなく、合意は同時に企画メンバーの共有であること
が考えられた。 
＜目的に対応した成果＞に最も関係していた活動は、＜実施に向けた合意形成＞を通じ＜
より良い施策化への発展＞したこと、＜自主的参加に向けた対象者支援＞による＜対象者
の自主的変化＞であり、構造は先行研究と同じであった。しかし、関連の強さはやや弱い傾
向であった。 
以上のような相違は、サンプル数の影響か、分析方法によるものかは不明であり、今後は
データ量を増やし再度モデル化の精錬を探求していく必要があると考えられた。 
 
Ⅴ．おわりに 
 保健医療福祉分野において、地域で独立起業する開業者は、自分自身の体験を通じ社会課
題を解決するために起業していた。その体験は、個人的な体験・組織内で働いていては解決
できないニーズであった。課題解決のための事業化は、目標達成のために柔軟に方法を変更
しながら、地域住民の信頼を獲得し活動を拡大しながら社会貢献につながっていた。 
 研究の限界は、２点ある。１点目は、質問項目の精錬である。先行研究は、組織に属する
専門職向けであったが、開業者は、少人数あるいは単独で動くことが多い。このため協働関
係の対象やスタッフの考え方、合意形成の必要が組織の大きさによって異なることがわか
った。２点目は、構造モデルの精錬である。母集団の把握が困難であったことから、分析数
が少なく信頼性・妥当性の高い構造とは言い難い。質問項目の精錬に加え、母集団把握の開
拓が今後の課題と考える。 
 さらに今後の課題として、起業に向けた専門職の育成プログラムの開発が必要と考えら
れた。一般の起業セミナーや独学で学ぶ開業者も多かったが、手探りで経営している開業者
も少なくない。保健師教育の中に事業化・施策化・政策化の教育が始まっているが、起業と
いう方法も一つの選択肢であることも伝える必要があると考える。開業権を有する助産師
教育では、助産管理の中で助産所運営を学ぶ機会がある。地域で開業する看護師・保健師が
増加していることからも、看護教育の中で、あるいは起業前に学ぶことができる、根拠ある
専門職者向けの起業塾のプログラムの作成が必要であると考える。 
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